
   いなべ市市民活動団体設立助成金交付要綱 

 （目的） 

第１条 この要綱は、市民活動を始めようとする団体の設立に際して助成金を交付し、

その活動を支援することにより、豊かで活力あるまちづくりを推進することを目的

とする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において市民活動団体とは、地域の課題解決のために公益的な目的

を持って自主的に活動する任意の団体又は特定非営利活動法人をいう。 

 （交付対象団体） 

第３条 助成金の交付対象となる市民活動団体は、次の各号のいずれにも該当する団

体とする。 

 (1) 団体の構成員のうち、３分の２以上の者が、市内に住所を有する者、市内の事

務所若しくは事業所に勤務する者又は市内の学校に在学する者であること。 

 (2) 団体の活動の拠点が市内に存し、かつ、その活動を市内において行っている

こと。 

 (3) 団体の活動の主たる目的が特定非営利活動促進法（平成 10 年法律第７号）第

２条及び三重県特定非営利活動促進法施行条例（平成 10 年三重県条例第 43 号）

第 27 条に規定する特定非営利活動であること。 

 (4) 交付の当年度に結成し、若しくは設立し、又は設立中の市民活動団体である

こと。ただし、過去に解散した市民活動団体であって、同じ目的で再び結成し、

又は設立されたものを除く。 

 (5) 団体の運営に関する定款、規約又は会則を持ち、広く市民に開かれた組織で

あること。 

 (6) 政治活動又は宗教活動を目的としていないこと。 

 (7) 営利活動を目的としていないこと。 

 (8) 団体の構成員に、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３

年法律第 77 号）に規定する暴力団員がいないこと。 

 (9) 過去にこの助成金の交付を受けていないこと。 

 （助成の金額） 

第４条 助成金額は、市民活動団体の設立に要する経費のうち、次の各号に掲げる経

費の合計額の２分の１とし、20,000 円を限度とする。ただし、算出された額に 1,000

円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てた額とする。 

 (1) 研修等に要する講師等に対する謝礼及び交通費並びに会場使用料 

 (2) 事務用品、書籍等の消耗品購入費 

 (3) 広報活動に要する印刷製本費 

 (4) 郵便及び配送に要する経費 

 (5) クリーニング代、振込手数料等役務の提供に伴う手数料 

 (6) 活動に必要な機器の購入費及び借上料 



 (7) 研修会等の参加費又は負担金 

 （交付の申請） 

第５条 助成金の交付を受けようとする市民活動団体の代表者若しくは当該団体を

結成し、又は設立しようとする者（以下「市民活動団体等の代表者」という。）は、

いなべ市市民活動団体設立助成金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添

えて市長に提出するものとする。 

 (1) 活動計画書 

 (2) 収支予算書又は収支報告書 

 (3) 団体の定款、規約若しくは会則又はこれらの案 

 (4) その他活動内容を説明する資料 

 （交付の決定） 

第６条 市長は、助成金の交付申請があったときは、その内容を審査し、助成金の適

否を決定し、交付すべきと決定したときは、いなべ市市民活動団体設立助成金交付

決定通知書（様式第２号）により通知するものとする。 

２ 市長は、助成金の決定に際して条件を付することができる。 

３ 第１項の場合において、既に結成し、又は設立されている市民活動団体の代表者

からの交付申請であったときは、交付決定の通知に代えて、第９条第２項に規定す

る交付額の確定の通知を行うものとする。 

 （助成金の概算払） 

第７条 市長は、市民活動団体を結成し、又は設立しようとするものに対して、助成

金を概算払により交付することができる。 

２ 前項の規定により助成金の概算払による交付を受けようとするものは、市長にい

なべ市市民活動団体設立助成金概算払請求書（様式第３号）を提出するものとする。 

 （実績報告） 

第８条 第６条の規定により助成金の交付決定を受けたものは、団体を結成し、又は

設立したときは、速やかにいなべ市市民活動団体設立助成金実績報告書（様式第４

号。以下「実績報告書」という。）に次に掲げる書類を添えて市長に提出するものと

する。 

 (1) 収支報告書 

 (2) 団体の定款、規約又は会則 

 （額の確定） 

第９条 市長は、前条に定める実績報告により、助成金の使途が適当と認めるときは、

交付すべき額を確定するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により交付額を確定したときは、いなべ市市民活動団体設立

助成金交付額確定通知書（様式第５号）により通知するものとする。 

 （助成金の請求等） 

第 10 条 前条の交付額確定通知を受けた市民活動団体等の代表者（第７条の規定に

より助成金の概算払による交付を受けた者（以下「概算払受領者」という。）を除



く。）は、その通知を受け取った日から 30 日以内に、市長にいなべ市市民活動団体

設立助成金請求書（様式第６号）を提出するものとする。 

２ 概算払受領者は、前条の規定による交付額の確定により助成金の過払分が生じた

ときは、その通知を受け取った日から 30 日以内に、過払分を返還しなければなら

ない。 

 （助成金の返還） 

第 11 条 市長は、第８条の規定により提出のあった実績報告書により、助成金がこ

の要綱の規定又は第６条第２項の規定により付された条件に反して使用されてい

ると認めるときは、助成金の全部又は一部の返還を命ずるものとする。 

 （雑則） 

第 12 条 この要綱に定めるもののほか、助成金の交付に関し必要な事項は、いなべ

市補助金等交付規則（平成 15 年いなべ市規則第 38 号）の例によるものとする。 

   附 則 

 この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

 


